
和歌山県海岸漂着物対策推進地域計画
について

和歌山県 循環型社会推進課



和歌山県海岸漂着物対策推進地域計画

●海岸漂着物処理推進法第１４条に基づく地域計画

●基本方針及び取組
①回収・処理
・多様な主体の連携・協働による、重点区域での回収処理

②発生抑制
・条例に基づく不法投棄防止の取組
・民間団体等との連携
・組成調査の実施

③普及啓発・環境教育の推進
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①回収・処理

・多様な主体の連携・協働による、重点区域での回収処理



①回収・処理

重点区域での回収処理

●回収・処理

重点区域海岸

県内５３海岸を指定
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①回収・処理

重点区域での回収処理

評価項目１
社会的特性

海岸利用等の状況を勘案し、海水浴場に指定されている海岸

評価項目２
自然的特性

良好な景観が観光資源となっている海岸

評価項目３
自然的特性

ウミガメの産卵場所や、優れた自然環境の保全が特に必要と認められる海岸

評価項目４
海岸漂着物等の量

海岸漂着物等が大量に漂着し、地域住民等から頻繁に苦情が発生している海岸

評価項目５
沿岸市町の希望

上記評価項目以外で、海岸漂着物等の量、自然的特性、社会的特性等から特に市
町が必要と認める海岸

▶県内53海岸が回収・処理の重点区域。なお、発生抑制対策は県内全域が重点区域

●回収・処理に係る重点区域の設定基準
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①回収・処理

多様な主体の連携・協働

●R3 海岸漂着物等地域対策推進事業実施体制
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２市４町（補助）

組成調査



57.2 
94.0 

138.5 
72.0 

89.5 

101.9 

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

H28 H29 H30

(ｔ)

合計：129.2ｔ

合計：183.5ｔ

合計：240.4ｔ

H28 H29 H30

総事業費 7,978千円 14,466 千円 29,170 千円

実施箇所数
県管理海岸 市町 県管理海岸 市町 県管理海岸 市町

4海岸 ４市町 11海岸 ３市町 12海岸 ４市町

県事業
回収量

市町
回収量

①回収・処理

重点区域での回収処理
●事業実施方法

・環境省地域環境保全対策費補助金(海岸漂着物等地域対策推進事業)を活用

・前述の重点区域海岸にて、海岸管理者が事業を実施

※県管理海岸は県、市町管理海岸は県からの間接補助により市町が実施

海岸漂着物の
回収量
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②発生抑制

・条例に基づく不法投棄防止の取組
・民間団体等との連携
・組成調査の実施



②発生抑制

条例に基づく不法投棄防止の取組

●和歌山県ごみの散乱防止に関する条例（R２.４.１施行）

・目的

①ごみの散乱を防止し、県全体の環境を保全する

②将来にわたって県民にとって健康で文化的な生活環境をつくる

◇何人も、みだりにごみを捨ててはならない（第６条）
◇ごみをみだりに捨てると回収を命じ（第９条）、
命令に従わない場合は５万円以下の過料に処する（第１０条）

実効性を伴った
条例
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●環境監視員

屋外でごみがみだりに捨てられないよう監視するため、

警察OBの環境監視員を県内各地に９名配置

②発生抑制

条例に基づく不法投棄防止の取組
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●わかやまごみゼロ活動応援制度
県民や事業者による自主的な清掃活動等を「わかやまごみゼロ
活動」として認定し、県HPでの情報発信、清掃用具の貸与、
環境啓発グッズの提供などの支援を実施
・R３.１１.１現在、２４団体４７活動を認定

《啓発物品（クリアファイル）》

②発生抑制

民間団体等との連携
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●スポGOMI大会

・環境省地域環境保全対策費補助金(海岸漂着物等地域対策推進

事業)を活用

・回収したごみの量・種類によって獲得ポイントを競い合い、

大人から子供まで幅広い年代が楽しみながらごみ拾い

②発生抑制

民間団体等との連携
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②発生抑制

民間団体等との連携

実施日 実施場所
回収した
ごみの量

参加チーム数
(参加人数)

8/24(土) 上富田役場周辺 90.04kg 26ﾁｰﾑ(109名)

9/22(日) 紀三井寺公園及び緑道周辺 58.79kg 26ﾁｰﾑ(112名)

9/28(土) 南山ｽﾎﾟｰﾂ公園周辺 132.80kg 29ﾁｰﾑ(126名)

10/5(土) 橋本ｶﾝﾄﾘｰｸﾗﾌﾞ周辺 155.07kg 34ﾁｰﾑ(148名)

10/６(日) 海南保健福祉ｾﾝﾀｰ周辺 101.61kg 27ﾁｰﾑ(100名)

12/21(土) 那智勝浦町体育文化会館周辺 60.17kg 19ﾁｰﾑ(72名)

●スポGOMI大会の開催実績（R1）
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②発生抑制

組成調査の実施
●組成調査の実施

・事業目的

中長期的に継続した調査を実施し、漂着ごみの組成や存在量及びそれらの

経年による変化を把握する

・事業概要

調査時期 ：漂着ごみの多い時期に1回/年実施

調査地点数：２地点

調査範囲 ：水際方向の幅５０ｍ

調査対象 ：２.５㎝以上のごみ全て対象

分類 ：分類表を使用

・環境省地域環境保全対策費補助金(海岸漂着物等地域対策推進事業)を活用
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（大阪湾方面）

●調査対象

②発生抑制

組成調査の実施



●調査方法
項目リストごとに数量等を記録

分類表(必須項目)

大分類 個数 容量(Ｌ)※ 重量(㎏)※

ボトルのキャップ、ふた

飲料用(ペットボトル)＜１Ｌ

その他のプラボトル＜１Ｌ

飲料用(ペットボトル)≧１Ｌ

その他のプラボトル類≧１Ｌ

ストロー

マドラー、フォーク、ナイフ、スプーン等

食品容器(ﾌｧｰｽﾄﾌｰﾄﾞ、ｺｯﾌﾟ、ランチボックス、それに類するもの)

ポリ袋(不透明、透明)

ライター

シリンジ、注射器

テープ(荷造りバンド、ビニールテープ)

シートや袋の破片

硬質プラスチック破片

ウレタン

ブイ(漁具)

ロープ・ひも(漁具)

アナゴ筒(フタ、筒)(漁具)

カキ養殖用まめ管(長さ1.5㎝)(漁具)

カキ養殖用パイプ(長さ10～20㎝)(漁具)

漁網(漁具)

その他の漁具(漁具)

その他

コップ、食品包装

発砲スチロール製フロート、ブイ

発砲スチロールの破片

発砲スチロール製包装材

その他

ゴム ゴム

ガラス、陶器 ガラス、陶器

金属 金属

紙、ダンボール 紙、ダンボール

天然繊維、革 天然繊維、革

木(木材等) 木(木材等)

電化製品、電子機器 電化製品、電子機器

自然物 自然物

※少なくとも「個数及び容積(Ｌ)」または「個数及び重量(㎏)」を計測する。可能であれば、「個数・容積(Ｌ)・重量(㎏)」すべて計測する。

ボトル

プラスチック

発砲スチロール

必須項目

②発生抑制

組成調査の実施

調査モニタリング
シート
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②発生抑制

組成調査の実施

●調査結果
・８割が流木等の自然物
・50mの調査範囲で

100kgを超える人工物
・人工物のうち6割以上が
プラスチック
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③普及啓発・環境教育の推進



③普及啓発・環境教育の推進

●普及啓発
・第１５回３Ｒ推進全国大会（オンライン開催）
テーマ：プラスチック資源循環促進法、

海洋プラスチックごみ対策
・各種メディアでの啓発

●環境教育
・「出張！県政おはなし講座」
県民からの希望に応じ、職員が直接出向いて説明・意見交換
対象 ：地域の自治会等、学校
テーマ：海洋ごみ、ごみ散乱防止、３Ｒ等
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今後の方針

●さらなる協働

・これまでの取組に加えて、他府県や陸域の地域との協働も

視野に入れながら組成調査等に取り組む

●プラスチックごみ対策の推進

・回収された海岸漂着物等のうち、人工物について、プラス

チックが占める割合が大きいことから、プラスチックごみ

対策としても取り組む
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